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新型コロナウイルス感染症拡大とリーマンショックの比較分析 

～建設業の雇用動向に与えた影響を比較する～ 

News Release 

No. 20-000086T 

報道関係各位                                                      2020 年 9 月 30 日 
ヒューマンタッチ株式会社 

 

 

 

 

ヒューマンホールディングス株式会社の事業子会社で、人材紹介事業を行うヒューマンタッチ株式会社（本社：東京

都新宿区、代表取締役：髙本和幸、以下「ヒューマンタッチ」）が運営するヒューマンタッチ総研は、日本経済に大きな

打撃を与えている新型コロナウイルス感染症拡大が建設業の雇用動向に及ぼす影響を 2008 年 9 月に発生したリー

マショック時と比較分析しました。 

 

 

 

 

 

                                                         

■リーマンショックでは就業者は 54万人減少、新型コロナウイルス感染症拡大でも同程度の減少が危惧される 

建設業の就業者数はリーマンショックが発生した 2008 年には対前年 2.7％減（15 万人減）、2009 年は同 3.7％減（20
万人減）、2010 年も同 3.7％減（19 万人減）となり、3 年間で就業者数は 54 万人減少しました（図表①）。一方、コロナ
ウイルス感染症拡大が発生した 2020 年の 1 月～7 月の平均就業者数を見ると、対前年 2.6％減（13 万人減）とリーマンショ
ックの初年時とほぼ同じ減少率になっており、今後の感染拡大の状況次第ではリーマンショック時レベルの就業者数の減少が危惧さ
れます。 

【図表① 建設業の就業者数の推移】 

 

＊2011 年は岩手県，宮城県及び福島県を除く結果  ＊2020 年は 1 月～7 月の平均 

出典：総務省「労働力調査」より作成 

【本件のポイント】 
・建設業の雇用動向に及ぼす影響について、新型コロナウイルス感染症拡大とリーマショック時を比較分析した 

・リーマンショック時、新型コロナウイルス感染症拡大時、いずれにおいても建設技術者数は減少していない 

・新型コロナウイルス感染症拡大はリーマンショック時ほどには建設業の人材需要の低下をもたらしていない 
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■リーマンショック時、新型コロナウイルス感染症拡大時、いずれにおいても建設技術者数は減少していない 

建設技術者数について見ると、2008 年 30 万人、2009 年 31 万人、2010 年 30 万人となり、ほぼ横ばいで推移していま
す。今回のコロナウイルス感染症拡大時についても 2020 年の 1 月～7 月の平均では前年よりも 1 万人増加しており、どちらのケ
ースでもマイナスの影響は受けていません（図表②）。 

【図表② 建設技術者数の推移】 

 

＊2011 年は岩手県，宮城県及び福島県を除く結果  ＊2020 年は 1 月～7 月の平均 

出典：総務省「労働力調査」より作成 

 

■リーマンショック時と比較すると建設業の人材需要は堅調 

次に建設業の新規求人数の推移を見ると、2008 年には対前年 32.1％減、2009 年は同 22.5％減と大幅に減少していま
すが、新型コロナウイルス感染症が拡大した 2020 年 1 月から 7 月平均の新規求人数は、同 6.7％減であり、リーマンショック時と
比較すると人材需要はそれほど大きく低下していません（図表③）。  

【図表③ 建設業の新規求人数の推移】 

 

＊2020 年は 1 月～7 月の平均 

出典：厚生労働省「一般職業紹介状況（職業安定業務統計）」より作成 
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建設技術者の新規求人数についても、2008 年は 17.2％減、2009 年は 22.1％減と落ち込みましたが、2020 年 1 月から
7 月までの平均の新規求人数は、同 9.4％減であり、リーマンショック時よりも減少率は低くなっています（図表④）。 

【図表④ 建設技術者の新規求人数の推移】 

 

＊2020 年は 1 月～7 月の平均 

出典：厚生労働省「一般職業紹介状況（職業安定業務統計）」より作成 

 

■ヒューマンタッチ総研所長・髙本和幸（ヒューマンタッチ代表取締役）のコメント 

2020 年の 1 月～7 月までの建設業及び建設技術者の新規求人数から見ると、新型コロナウイルス感染症拡大はリーマンショ
ック時ほどには建設業の人材需要の低下をもたらしていないことが分かります。その大きな要因としては、建設業が慢性的に人手不
足の状況だということが考えられます。建設業の就業者数はリーマンショックで 54 万人減少し、その後、東日本大震災の復興需要
や景気の回復によって建設工事量が増加しているにもかかわらず、建設業の就業者は増加しておらず慢性的に人手不足の状況に
あります（図表⑤）。 

働き手となる生産年齢人口は 2009 年の 8149 万人から 2019 年には 642 万人減少して 7507 万人となり、今後も減少が続
くと推計されていることを踏まえると、建設業における人手不足の状況はコロナショック後も暫くは続くのではないかと考えられます。 

【図表⑤ 建設工事出来高と建設業就業者数の推移】 

 

出典：国土交通省「建設総合統計」、総務省「労働力調査」より作成 
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■ヒューマンタッチ総研とは 

「ヒューマンタッチ総研」は、ヒューマンタッチ株式会社が運営する、建設業界に関する各種データを基に将来の姿を予測する研究
所です。 

「ヒューマンタッチ総研」は、建設業界の人材動向を中心に市場動向、未来予測などの調査・分析を行い、 独自調査レポート 
や定期的なマンスリーレポート、そして建設 ICT の最新ソリューションを紹介する各種セミナーの企画・運営など、建設業界に関わる
様々な情報発信をしています。 

建設業界の人材不足を改善するために、 ICT 導入による「生産性向上」や魅力ある業界への転換としての「働き方改革」を推
奨し、建設業界に関わる各種データや業界を超えた様々な情報の調査・分析から、 

建設業界の明るい未来につながる発信をしてまいります。 

●ヒューマンタッチ総研 WEB サイト：https://kensetsutenshokunavi.jp/souken/ 
 

■ヒューマングループについて 

 ヒューマングループは、教育事業を中核に、人材、介護、保育、美容、スポーツ、IT と多岐にわたる事業を展開しています。1985
年の創業以来「為世為人（いせいいじん）」を経営理念に掲げ、教育格差、労働力不
足、高齢化社会、待機児童問題など、時代とともに変化するさまざまな社会課題の解決に
取り組み、独自のビジネスモデルを展開してきました。 

人と社会に向き合い続けてきたヒューマングループは、いま世界全体で達成すべき目標として
掲げられた SDGs（持続可能な開発目標）にも積極的に取り組んでいきます。SDGs へ
の貢献を通じて、「為世為人」の実現を加速させ、より良い社会づくりに貢献していきます。 

●ヒューマンホールディングス WEB サイト：https://www.athuman.com/ 

 

会社概要 

ヒューマンタッチ株式会社 

●代表者：代表取締役 髙本 和幸  ●所在地：東京都新宿区西新宿 7-5-25 西新宿プライムスクエア 1F 

●資本金：1 億円         ●コーポレートサイト URL：https://human-touch.jp/ 

●ヒューマンタッチ総研サイト URL：https://kensetsutenshokunavi.jp/souken/ 

 

 ＜このレポートに関するお問い合わせ＞ 

ヒューマンタッチ株式会社 ヒューマンタッチ総研担当 

TEL：03-6872-1027  E-ｍａｉｌ： htsouken@athuman.com 

＜このリリースに関するお問い合わせ＞ 

ヒューマングループ 広報担当：原まで 

 TEL：03-6846-8002  FAX：03-6846-1220  E-ｍａｉｌ： kouhou@athuman.com 

https://human-touch.jp/

